
４ ３ おわりに：これからの公共施設マネジメントはどうあるべきか

（１） 財政問題の解決に向けたマネジメント

本報告書の冒頭でも述べたが、公共施設マネジメントにおける課題の原点は将来に控えた

財政問題に起因している。すなわち、公共施設マネジメントの方向性の一つとしてまず、現

在保有する公共施設からくる財政負担を減らすことが挙げられよう。

そのためには、公共施設が財政に与えている影響を随時検証し、持続可能な水準を考え、

「より効率的で」「より効果的な」公共施設のあり方を検討していく必要がある。そうしな

ければ、活力ある地域の運営はおろか、１事業者としての自治体経営が不可能になり、子ど

もや孫たちの世代に負の遺産としての施設を残すことになってしまう。

（２） 地域のニーズを反映したマネジメント

公共施設に対するニーズは社会環境の変化に応じて変わっていく行政ニーズに即して変化

していくため、公共施設マネジメントも、こうした変化に迅速かつ柔軟に対応していけるも

のでなければならない。すなわち公共施設の姿とは、地域における行政サービスへのニーズ

を映す鏡の一つと言い換えることもできよう。

公共施設がその時々の行政ニーズを適切に反映させたものであり続けるためには、住民の

代表である議会はもとより、住民の声に常に耳を傾けておく必要がある。公共施設マネジメ

ントにおける「住民との合意形成」とは、財政制約によるサービス低下の一方的な「押し付

け」にならない事と同時に、最適規模と全体最適の視点を忘れてはならない。マネジメント

に当たっては、マクロな視点から地域全体の問題を認識し、ミクロな視点から個別住民に対

するサービスのあり方を探っていくことが重要である。

（３） 将来ビジョンに基づくマネジメント

「地方分権」や「地方創生」が謳われているように、これからの地方行政は、自治体単位

のみならず同じ行政区内の各地域によって、様々な特色あるまちづくりが求められていくこ

とになろう。公共施設マネジメントの始まりは財政上の制約であり、住民に対しても後ろめ

たくとらえられがちであるが、本来の公共施設マネジメントは「新たなまちづくりの機会」

であり、時代の欲求に即した「新たな価値の創造」であるべきであろう。この点において、

公共施設マネジメントにおける「将来ビジョン」が明確になっていることが極めて重要であ

るといえよう。

公共施設マネジメントの本質とは、

限られた財源、人員、時間の中で、そ

れぞれの自治体にとって最適な公共施

設の「量（ ）」と「質・性能

（ ）」を追求し、施設がもた

らす「価値 」を最大化する一

連の取組であるといえよう。

これからの公共施設マネジメント

は、こうした３つの視点を前提とし

て、自らの自治体が今後どのような

「まちの姿」を目指すべきかを明確に

し、これまで整理してきた方向性を実

践していくことが求められる。
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図表 これからの公共施設マネジメントの方向性

資料編：アンケート原票

（１） 自治体アンケート
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（２） 住民（ ）アンケート
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（３） 利用者アンケート（府中市）
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（４） 利用者アンケート（国立市）
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